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平成２２年度 総務省重点施策 

  

○ 総務省は、現下の経済状況を克服し、安心と活力に満ちた社会の実現に

向け、①成長力の強化、②地方の活性化、③安心・安全な国民生活の確保

を実現するための行政を力強く推進する。このため、 

・ 平成 23 年の地上デジタル放送への完全移行に万全を期すとともに、

ＩＣＴ分野における基盤の整備、利活用の促進、産業の成長力強化等に

より、我が国経済社会全体の活性化を図る。 

・ 個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現に向け、地方分権改革の着実

な推進を図り、地方分権にかなった地方税財政制度の確立を目指すとと

もに、「定住自立圏構想」の推進や人材力の強化、新たな過疎対策の推

進による地域力の創造を強力に進めていく。 

・ 地域における総合的な防災力の強化、消防防災体制や救急救命体制の

充実、身近な生活における安心・安全の確保など、総合的な消防防災行

政を積極的に推進する。 

・ 行政組織等の減量・効率化、政策評価等による行政制度・運営の改善、

電子政府・電子自治体の推進により、国民生活の利便を向上させる「簡

素にして温かい政府」の実現を図る。 

・ 国民生活を支える郵政行政の着実な推進、公的統計の体系的な整備・

提供等により、経済基盤と安心な生活を支える環境の整備を図る。 

 

○ 平成２２年度は、このような基本的考え方に基づき、以下の施策に重点

的に取り組む。
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１．地上デジタル放送への円滑な移行 

○地上デジタル放送への完全移行に向け、国民へのきめ細やかな説明や送受信対策等の総合

対策を強力に実施 

２．国民が便利さを実感できるＩＣＴ利活用の促進 

○ＩＣＴの活用による安全・安心な街づくりの推進 

○行政・医療・教育・地域産業等の各分野におけるＩＣＴ利活用の促進 

３．日本経済を支えるＩＣＴ産業の成長促進 

○我が国が強みを持つ技術分野における研究開発の強化、「電波新産業創出戦略」の推進 

○コンテンツ産業の市場拡大に向けたコンテンツの流通環境の整備 

○通信・放送の総合的な法体系の整備 

 ４．誰もがＩＣＴを利用できる基盤の整備 

○地域における携帯電話等のエリア整備、超高速ブロードバンド網等の整備の推進 

○違法・有害情報対策に関する「安心ネットづくり」の推進、情報セキュリティ対策の強化 

○高度ＩＣＴ人材の育成体制の強化、高齢者・障害者向けサービスの提供・開発等の推進 

 ５．ＩＣＴ産業の国際競争力の強化 

  ○「ＩＣＴ国際競争力強化プログラム」に基づく我が国のＩＣＴ産業等の国際展開の推進 

  ○ＩＣＴの活用による地球環境問題の解決に向けた研究開発等の推進 

  
１．地方分権改革の着実な推進 

○地方分権改革推進委員会の勧告を踏まえた地方分権改革の着実な推進 

○新たな合併特例制度の下での自主的な市町村の合併の支援、新たな広域連携の仕組みの整

備とその活用促進、小規模市町村における新たな事務執行確保方策についての多角的検討 

２．地方公共団体における経済対策への支援及び安定的な財政運営の確保 

○経済状況に照らし果断な対応を図る際には、地方公共団体の協力が得られる適切な財政措

置を実施 

○国庫補助負担金、地方交付税、税源移譲を含めた税源配分の見直し等を一体的に検討し、

地方分権にかなった地方税財政制度を確立 

○地方団体の安定的な財政運営に必要となる地方税、地方交付税等の一般財源総額を確保 

 ３．「定住自立圏構想」の推進 

 ○「定住自立圏構想」の推進により、地方への人の流れを創出して定住を促進 

４．人材力の活性化・ネットワーク・交流による地域力の創造 

 ○「頑張る地方応援プログラム」や新たに策定する「人材力活性化プログラム」等に基づき、

人材力の活性化、ネットワーク・交流の強化、情報提供を推進し、地域力を創造 

○「地域おこし協力隊」等により、都市から地方への移住・交流の促進 

５．新たな過疎対策の推進など安心して暮らせる地域づくり 

 ○現行過疎法の失効後に向けた立法措置の動向に対応し、新たな過疎対策を推進 

 ○地域協働のため、地域のコミュニティを再生し、活動の活性化を推進 

  

 
１．地域における総合的な防災力の強化 

○消防団の救助対応力の向上、自主防災組織の活性化 

○防災拠点となる公共施設等の耐震化の促進 

２．消防防災体制の充実 

○消防の広域化の積極的推進 

○消防救急無線のデジタル化の促進 

３．救急救命体制の充実 

○消防機関と医療機関の連携強化のための搬送・受入れの実施基準の運用状況の検証 

○新型インフルエンザの感染拡大・強毒化に備えた患者搬送対策の充実 

４．身近な生活における安心・安全の確保 

○高齢者等の災害時要援護者が容易に取り扱うことのできる消防用設備の開発・普及の促進 

  
１．行政組織等の減量・効率化や見直しの推進 

○平成 18年度以降の 5年間で 5.7％以上の純減を確保し、総人件費改革に寄与 

○平成 22年度以降の 5年間で 10％以上の定員合理化の実施等により行政のスリム化を推進 

○独立行政法人の運営の効率化とガバナンス強化の推進 

２．行政制度・運営の改善及び行政の透明性の向上 

○政策評価の重要対象分野の選定・評価の実施の推進 

○効果的・効率的な行政運営の確保に資する行政評価・監視を実施 

３．公務員制度改革の着実な推進  

○能力・実績主義の人事管理の徹底、人事評価制度の円滑・的確な運用 

４．電子政府・電子自治体の推進  

○重点 71 手続について、オンラインのメリット拡大や使い勝手の向上等に関する措置を集中

的に実施 

○住基ネットの利活用促進、住基カードの普及促進、公的個人認証サービスの利便性向上 

  
１．国民生活を支える郵政行政の推進 

○民営化各社等に対する適切な監督業務の実施 

○郵便・信書便分野における競争環境を整備すること等による利用者利便の向上 

２．受給者の生活を支える恩給の支給 

３．公的統計の体系的な整備・提供  

○正確かつ円滑な実施体制の整備等による平成 22年国勢調査の実施 

○「公的統計の整備に関する基本的な計画」を踏まえた公的統計の整備・提供 

４．年金記録への信頼回復  

 ○年金記録確認第三者委員会において記録訂正に関する公正な判断を実施

ⅤⅤ  経経済済基基盤盤とと安安心心なな生生活活のの環環境境整整備備  

ⅣⅣ  行行政政改改革革のの着着実実なな推推進進  

Ⅲ 国民の安全を支える消防防災行政の推進 

ⅡⅡ  地地域域のの活活力力発発揮揮  

ⅠⅠ  ＩＩＣＣＴＴにによよるる底底力力発発揮揮  

平平成成２２２２年年度度総総務務省省重重点点施施策策（（概概要要））  
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１．地上デジタル放送への円滑な移行 

 【施策の方向性】 

・ 2011 年に予定されている地上デジタル放送への完全移行に万全を期すため、「地

上デジタル放送推進総合対策」（平成 21 年 7 月 24 日改定）を実施する。 

【具体的施策】 

○テレビ受信者支援センター（デジサポ）を活用した地上デジタル放送への移行に

関する国民への丁寧できめ細やかな説明・働きかけの実施 

○経済的に困窮度が高い世帯に対する受信機器購入等の支援 

○デジタル中継局、辺地共聴施設、受信障害対策共聴施設、集合住宅共聴施設の改

修等の推進 

○残される難視聴地域に対する暫定的な衛星による対策の実施 

○ケーブルテレビのデジアナ変換の暫定的導入と地上デジタル放送のみの再送信

サービスの導入の促進 

 

２．国民が便利さを実感できるＩＣＴ利活用の促進 

【施策の方向性】 
・ 行政の効率化と透明性の向上を図りつつ、利便性の高い行政サービスの提供を可

能とする利用者本位の電子政府・電子自治体の実現に向けて取り組む。 
・ 国民利用者がＩＣＴの便利さを実感できる潜在力の高い医療・教育・地域産業等

の各分野におけるＩＣＴの利活用を促進するとともに、ＩＣＴを活用した安全・安

心な街づくりを目指す。 

ⅠⅠ  ＩＩＣＣＴＴにによよるる底底力力発発揮揮  

○○  ＩＩＣＣＴＴのの持持つつ底底力力をを発発揮揮ししつつつつ、、ＩＩＣＣＴＴがが水水やや空空気気ののよよううにに国国民民一一人人一一人人をを優優ししくく

包包みみ込込むむ、、利利用用者者本本位位のの「「ススママーートト・・ユユビビキキタタススネネッットト社社会会」」のの実実現現をを目目指指すす。。  

○○  平平成成 2233 年年（（22001111 年年））にに完完全全デデジジタタルル元元年年をを確確実実にに迎迎ええるるたためめ、、地地上上デデジジタタルル放放送送

へへのの完完全全移移行行にに向向けけたた取取組組をを強強化化すするる。。  

○○  国国民民ががＩＩＣＣＴＴのの便便利利ささをを実実感感ででききるるよようう、、行行政政・・医医療療・・教教育育等等のの各各分分野野ににおおけけるるＩＩ

ＣＣＴＴのの利利活活用用をを促促進進すするる。。  

○○  日日本本経経済済をを支支ええるるＩＩＣＣＴＴ産産業業のの成成長長促促進進にに向向けけてて、、研研究究開開発発のの加加速速化化やや制制度度・・ルルーー

ルルのの整整備備をを行行うう。。  

○○  誰誰ももがが安安心心ししててＩＩＣＣＴＴをを利利用用ででききるるたためめのの基基盤盤のの整整備備をを進進めめるる。。  

○○  ＩＩＣＣＴＴのの国国際際展展開開をを促促進進すするるととととももにに、、ＩＩＣＣＴＴをを活活用用すするるここととにによよりり地地球球環環境境問問題題

のの解解決決をを図図るる。。  
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・ ＩＣＴを活用して地域の再生・活性化に貢献する。 

【具体的施策】 
○中央省庁・地方公共団体の情報システムの効率化等を図る「霞が関クラウド」・

「自治体クラウド」の推進、「国民電子私書箱（仮称）構想」の実現に向けたシ

ステム構築の支援等による電子政府・電子自治体の推進 

○ＩＣＴを活用して広域連携により安全・安心な街づくりに取り組む地域の支援 

○携帯電話の利活用により、地域の高齢者や子どもの安心（医療・介護・健康・安

全）をサポートするサービス等を行う「ふるさとケータイ事業」（地域を支援す

る仮想移動体通信事業者）の創出の推進 

○地域医療の充実に資する遠隔医療技術の導入・普及の促進 

○医療分野における電子タグ等のユビキタスネット技術の活用、健康情報を活用す

る基盤の構築の促進 

○農山漁村においてＩＣＴの活用に総合的に取り組む地域の支援（農林水産省等と

の連携） 

○ＩＣＴを活用して地域経済の再生・活性化に貢献するモデル事業（ユビキタス特

区事業）を推進 

○中小企業の生産性の向上等に資するＡＳＰ・ＳａａＳの普及促進に向けた実証実

験等の実施 

○多様な人材の柔軟な働き方を可能とするテレワークの普及推進 

○メディアリテラシー向上のための調査・開発、啓発活動の展開 

 

３．日本経済を支えるＩＣＴ産業の成長促進 

【施策の方向性】 
・ グローバル市場を視野に入れ、我が国が強みを持つ技術分野における研究開発の

強化及び加速化を推進するとともに、2020 年に 50 兆円規模の新たな電波関連市場

を創出することを目指した「電波新産業創出戦略」の推進により、デジタル新産業

の創出を促進する。 
・ ＩＣＴ分野におけるベンチャー企業の起業及び事業展開を促進する。 
・ コンテンツの流通環境の整備等を通じてコンテンツ産業の市場拡大を図る。 
・ 通信市場において急速に進展するＩＰ化・ブロードバンド化・モバイル化に対応

した公正競争環境を整備する。 
・ 世界最速・最安のデジタル・インフラ上で、世界最先端の通信・放送サービスを

実現するため、通信・放送の法体系を総合的に見直す。 

【具体的施策】 

○人に優しい通信技術、新世代ネットワーク、安心・安全に関する技術等の重点課

題の研究開発強化の推進 

○「ぶつからない車」（次世代ＩＴＳ）、「コードの要らない快適生活環境」（家庭内
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ワイヤレス・スーパーブロードバンド）等を実現するための次世代無線通信技術

の研究開発や制度整備の推進 

○ＩＣＴベンチャーの新規事業、国際展開、新技術の研究開発等への支援 

○コンテンツ配信プラットフォームの整備によるコンテンツ流通経路の多様化の

促進、コンテンツ取引市場の形成に向けた支援 

○「電気通信市場の環境変化に対応した接続ルールの在り方」に関する情報通信審

議会の答申等を踏まえた通信分野の公正競争ルールの整備 

○通信・放送の総合的な法体系の整備 

 

４．誰もがＩＣＴを利用できる基盤の整備 

 【施策の方向性】 

・ 携帯電話のエリア整備及び更なるブロードバンドインフラの高度化等の推進によ

り、「世界を常に一歩リードする」世界最先端の情報通信基盤を整備する。 

・ 違法・有害情報対策の推進により、誰もが安全に安心してインターネットを利用

できる環境を整備するとともに、新たな技術・サービスに関する課題への対応策を

整理する。 
・ 情報セキュリティ向上に向けた総合的な情報セキュリティ対策を推進する。 
・ ＩＣＴを活用して高い付加価値を創造できる高度ＩＣＴ人材の育成を推進する。 
・ 高齢者・障害者を含め、誰もがＩＣＴを利用でき、その恩恵を享受できるよう、

情報バリアフリー環境を整備する。 

【具体的施策】 

○地域における携帯電話等のエリア整備や超高速ブロードバンド網等の整備の促

進 

○違法・有害情報対策の包括的政策パッケージとしての「安心ネットづくり」の促

進 

○情報セキュリティに関する技術開発、人材育成、情報共有体制の強化、国際連携

等の推進 

○ＩＣＴ技術を必要とする専門家育成のため、最先端ネットワーク技術を活用した

遠隔教育システムの実用化の促進、高度ＩＣＴ人材の育成 

○インターネットの IPv6 対応を迅速かつ円滑に行うため、ネットワーク運用者等

による IPv6 対応技術の習得を可能とする実験用ネットワークシステム（テスト

ベッド）の整備 

○高齢者や障害者等がＩＣＴをより簡単に利用できるよう、字幕番組・解説番組等

の制作促進、身体障害者向けサービス提供・開発の推進 
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５．ＩＣＴ産業の国際競争力の強化 

 【施策の方向性】 

・ 「ＩＣＴ国際競争力強化プログラム 2009」（平成 21 年 6 月 17 日）に基づき、

ＩＣＴ産業の国際競争力強化を目指して我が国のＩＣＴ産業・技術・コンテンツの

国際展開を推進する。 

・ 我が国が強みを持つ技術の研究開発を推進し、その国際連携・国際展開を支援す

るとともに、国際標準化活動の抜本的強化を図る。 

・ ＩＣＴを最大限活用し、地球環境問題を解決する。 

【具体的施策】 

○重点領域について対象国のニーズに対応しつつグローバル展開を図る「ユビキタ

ス・アライアンス・プロジェクト」や、国際展開を視野に入れた新事業の組成を

促す「ＩＣＴ先進実証実験事業」等の推進 

○国際機関、諸外国との連携・協力、海外に対する情報発信の強化等 

○我が国が強みを持つ技術の研究開発を加速し、他国に先駆けて市場投入を図るた

めの「国際展開加速技術開発プログラム」の推進 

○我が国の「尖った」技術の国際展開を視野に入れた研究開発段階からの国際連携

を進める「国際連携促進研究開発プログラム」の推進 

○戦略的な国際標準提案の強化、国際標準化を主導する人材の育成・活用等 

○低炭素社会の実現に向けたＩＴＳ情報通信システムの調査・実証、ネットワーク

全体の省電力化を実現する技術等の研究開発・実証実験の推進、ＩＣＴの活用に

よる CO2排出削減効果の評価手法等の国際標準化等に向けた実証実験の実施 

○ＡＰＥＣ電気通信・情報産業担当大臣会合（ＴＥＬＭＩＮ）の日本開催 
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１．地方分権改革の着実な推進 

【施策の方向性】 

・ 「経済財政改革の基本方針 2009」及び地方分権改革推進法等に基づき、国と地

方の役割分担を見直すなど、地方分権改革を着実に推進する。また、分権型社会の

担い手にふさわしい人材育成を進める。 

・ 第 29 次地方制度調査会答申を踏まえ、地方公共団体における監査機能の充実・

強化及び議会制度のあり方の見直しに向けた取組を進める。 

・ 第 29 次地方制度調査会答申を踏まえ、市町村合併、広域連携、都道府県の補完

などにより、市町村の行財政基盤を強化するとともに、合併市町村の新しいまちづ

くりを積極的に支援することにより、その一体的な振興や周辺地域への対応を適切

に行えるようにする。 

【具体的施策】 

○地方分権改革推進委員会の勧告を踏まえた地方分権改革の着実な推進 

○地方分権推進の観点に立った直轄事業負担金制度等の見直しの検討 

○地方公共団体における人材育成基本方針に基づく職員研修の実施や人事評価の

導入等に際し、アドバイザーの派遣等による総合的な人材育成支援 

○新たな地方分権時代に向けて、地域力の創造と新たな地域経営を担う人材育成の

推進 

○地方公共団体の監査機能の充実・強化及び議会制度のあり方の見直し 

○新たな合併特例制度の整備による自主的な市町村の合併の支援、内部組織の共同

設置などの新たな広域連携の仕組みの整備とその活用促進、小規模市町村におけ

ⅡⅡ  地地域域のの活活力力発発揮揮  

○ 国と地方の役割分担や責任分野を明確化するとともに、自己決定と自己責任の原

則を徹底する地方分権の流れを確固たるものとするため、地方分権改革の着実な推

進により、個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現を目指す。 

○ 経済危機的状況に照らし果断な対応を適時適切に図る際には、地方公共団体の積

極的な協力が得られる適切な財政措置を講じる。 

○ 地方団体の安定的な財政運営に必要となる地方税、地方交付税等の一般財源総額

を充実確保するとともに、国と地方の役割分担の見直し等に応じ、地方分権にかな

った地方税財政制度を確立する。 

○ 地方圏に「定住」のための暮らしに必要な諸機能を確保するとともに、「自立」

のための経済基盤を充実し、地域の誇りを醸成するため、「定住自立圏構想」を各

府省連携して推進していく。 

○ 「安心社会」、地域の活力の基盤となる新たな「公」を創造するため、人材力の強

化や新たな過疎対策の推進による地域力の創造を強力に進めていく。 
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る新たな事務執行確保方策についての多角的な検討 

○旧合併特例法及び現行合併特例法の下での合併市町村に対する着実な支援 

 

２．地方公共団体における経済対策への支援及び安定的な財政運営の確保 

【施策の方向性】 

・ 「経済財政改革の基本方針 2009」に基づき、経済危機的状況に照らし果断な対

応を適時適切に図る際には、経済対策の実効性を確保するためには地方の積極的

な協力が必要であることを踏まえ、地方公共団体の協力が得られる適切な財政措

置を講じる。 

・ 「経済財政改革の基本方針 2009」、持続可能な社会保障構築とその安定財源の確

保に向けた「中期プログラム」、地方分権改革推進委員会からの勧告等を踏まえ、

国と地方の役割分担を見直すことを通じ、国庫補助負担金、地方交付税、税源移

譲を含めた税源配分の見直し等を一体的に検討し、地方分権にかなった地方税財

政制度の確立を目指す。また、地方団体の安定的な財政運営に必要となる地方税、

地方交付税等の一般財源総額を充実確保する。 

・ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律の円滑な施行により、分権時代にふ

さわしい地方の自己規律による財政の健全化を推進する。 

【具体的施策】 

○「経済財政改革の基本方針 2009」に基づき、経済危機的状況に照らし果断な対応

を適時適切に図る際には、経済対策の実効性を確保するために地方公共団体の協

力が得られる適切な財政措置を実施 

○国と地方の役割分担の見直し等に応じ、国庫補助負担金、地方交付税、税源移譲

を含めた税源配分の見直し等を一体的に検討し、地方分権にかなった地方税財政

制度を確立 

○地方分権の推進とその基盤となる地方税財源の充実を図る中で、地方消費税の充

実などにより、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系を構築 

○経済情勢を踏まえた地方財政計画の策定等を通じ、地方団体の安定的な財政運営

に必要となる地方税、地方交付税等の一般財源総額を充実確保 

○地方公共団体の財政の健全化に関する法律による財政健全化の推進 

○「公立病院改革ガイドライン」に基づき公立病院の経営改革を促すとともに、適

切な財政措置を講じ、必要な地域医療を確保 

○第三セクター等改革推進債の創設も踏まえ、公営企業、地方公社及び第三セクター

の集中的な改革を推進 

○市町村国保の安定的な財政運営の確保のための地方財政措置 
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３．「定住自立圏構想」の推進 

【施策の方向性】 

・ 中心市と周辺市町村が協定に基づき役割分担し、相互に連携する「定住自立圏構

想」の推進により、圏域ごとに生活に必要な機能を確保し、地方への人の流れを創

出して定住を進める。 

【具体的施策】 

○「地域力創造本部」の下、地域力を創造するための施策を体系的に企画立案し、

強力に推進 

○各府省との連携の下、定住自立圏構想により、全国各地の人口定住を促進する自

主的な取組を積極的に支援 

○定住自立圏域の連携強化に資する情報通信基盤等の整備を積極的に支援 

○医師などの人材確保対策、救急医療機関に対する支援等を通じた地域における医

療提供体制の確保 

 

４．人材力の活性化・ネットワーク・交流による地域力の創造 

【施策の方向性】 

・ 地域力創造の基本となる人材力を強化するため、「頑張る地方応援プログラム」

や新たに策定する「人材力活性化プログラム」等に基づき、人材力の活性化、ネッ

トワーク・交流の強化、情報提供等を推進する。 

・ 「地域おこし協力隊」や「子ども農山漁村交流プロジェクト」等により、都市か

ら地方への移住・交流を促進する。 

【具体的施策】 

○あらゆる世代、あらゆる職種、あらゆる団体・グループを対象とした地域力創造

のための「人材力活性化プログラム」を策定し、ＮＰＯ、大学、企業、地域団体

等との役割・責任分担に基づくパートナーシップの下で実施 

○民間団体の主体的な取組との連携による広域的な人材育成・交流の仕組みを構築 

○関係府省等との連携による「地域力創造データバンク」の拡充・情報提供や、「地

域人材ネット」登録の専門家派遣により地域活性化を支援 

○市町村長等を対象とした「地域経営塾」の開催や、自治体職員や地域づくり団体

のメンバーを対象とした「地域リーダー養成塾」との連携強化により経営感覚を

もった地域のマネジメント人材を育成 

○自治大学校をはじめ自治体職員向けの研修機関との連携による人材育成を強化 

○地域おこし活動の実践による教育・研究を行う大学や高校とのネットワークを構

築して、地域の若い人材力を育成するとともに、地方回帰を促進 

○学校や地域の連携による小中学校でのまちづくり教育や都市の子どもが農山漁

村で宿泊体験活動を行う「子ども農山漁村交流プロジェクト」を推進 
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○意欲ある都市住民を地域社会の新たな担い手として受け入れる「地域おこし協力

隊」の推進や、移住・交流推進機構との連携により移住・交流を推進 

○カーボン・オフセット協定、流域協定により、自然との共生を核とした地域間連

携を推進 

 

５．新たな過疎対策の推進など安心して暮らせる地域づくり 

【施策の方向性】 

・ 過疎地域自立促進特別措置法の失効後に向けた立法措置の動向に対応し、実効性

のある新たな過疎対策に積極的に取り組む。 

・ 地域協働の一層の推進を図るため、地域のコミュニティを再生し、活動の活性化

を推進する。 

【具体的施策】 

○過疎地域の厳しい現状を踏まえ、ハード・ソフト両面にわたって、過疎地域の維

持・再生に向けた新たな過疎対策を推進 

○集落支援員の活動の促進などにより、厳しい環境に置かれた集落の維持を図り、

活力を再生 

○地域コミュニティ等と地方自治体が協働する新しい地域経営に向け、モデル構築

のための事業を実施するとともに、顕著な功績のあったコミュニティ活動を顕彰 

○ＮＰＯ等の地域づくり団体の持続的活動を支える地域の資金循環の枠組みを検

討 

○地域力創造に向けて取り組む経済停滞地域、条件不利地域等を、地域力創造推進

地域に選定し、その主体的な取組を支援 

○外国人住民を住民基本台帳制度の対象に加え、住民行政の基礎とすることにより、

外国人住民の利便の増進及び行政の合理化を推進 

○地方自治体による外国人住民に対する支援等を促進し、地域における多文化共生

施策を推進
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１．地域における総合的な防災力の強化 

【施策の方向性】 

・ 地域における自助・共助の向上による総合的な防災力の強化を図るため、地域防

災の中核的役割を担う消防団・自主防災組織を充実強化する。 

・ 地域における防災の多様な担い手の参加を促し防災力をなお一層強化するため、

児童、生徒をはじめ、地域の様々な住民を対象とした防災人づくりを充実させる。 

・ 地域における防災基盤を強化するため、防災拠点となる公共施設等の耐震化を引

き続き促進する。 

・ 地域における総合的な防災力を一層向上させるため、企業の地域防災分野におけ

るさらなる活動の促進を図る。 

【具体的施策】 

○消防団の救助対応力の向上 

○消防団・自主防災組織に対し、災害時の円滑な対応のための研修等を実施 

○防災人づくりの一環としての自主防災組織の活性化及び地域防災スクールの実

施の支援 

○防災拠点となる公共施設等の耐震化について必要な支援を実施 

○企業と地域社会の連携による大規模地震発生時における帰宅困難者対策等を検

討し、地域防災計画へ反映 

○消防団協力事業所表示制度の一層の普及促進 

 

２．消防防災体制の充実 

【施策の方向性】 

・ 複雑多様化する各種災害に適切に対処し国民の安心・安全を確保するため、消防

の広域化をはじめとする消防機関の災害対応力のさらなる強化を図る。 

・ 大規模災害発生時に地域を越えて的確かつ迅速に対応するため、緊急消防援助隊

の充実強化を図る。 

・ 都市型災害に備えるため、救助隊員の大規模地震災害における救助活動能力の向

上を図る。 

・ 有事や自然災害発生等に関する情報を住民に瞬時に伝達するため、全国瞬時警報

○ 国国民民のの安安心心・・安安全全をを向向上上ささせせるるたためめ、、地地域域ににおおけけるる総総合合的的なな防防災災力力のの強強化化、、消消防防防防

災災体体制制のの充充実実、、救救急急救救命命体体制制のの充充実実、、身身近近なな生生活活ににおおけけるる安安心心・・安安全全のの確確保保のの４４点点にに

つついいてて重重点点的的にに推推進進すするる。。 

ⅢⅢ  国国民民のの安安全全をを支支ええるる消消防防防防災災行行政政のの推推進進  
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システム（J-ALERT）の全市区町村での円滑な運用を実現する。 

【具体的施策】 

○消防の広域化の積極的推進 

○消防救急無線のデジタル化の促進 

○消防活動等における安全管理対策の充実 

○緊急消防援助隊が活用する消防防災ヘリコプター、消防車両、救助用資機材等の

整備促進及び全国訓練の実施 

○消防機関における都市型捜索救助技術の一層の向上 

○J-ALERT の円滑・効果的な運用管理の推進 

 

３．救急救命体制の充実 

【施策の方向性】 

・ 円滑な救急搬送・受入体制を構築するため、引き続き消防と医療の連携を推進す

る。 

・ 救急搬送における救命率を向上させるため、救急救命士を含む救急隊員が行う救

急業務の高度化を図る。 

・ 救急現場における救命率を向上させるため、一般市民による応急手当の実施等を

なお一層促進する。 

・ 消防機関における新型インフルエンザ対策を強化する。 

【具体的施策】 

○消防機関と医療機関の連携強化のための、搬送・受入れの実施基準の運用状況の

検証及び救急医療機関に対する支援並びに救急相談窓口の全国的な設置促進 

○救急救命士の再教育も含めた病院実習等救急隊員の教育体制の充実 

○一般市民による AED の使用を促進するための環境の整備 

○新型インフルエンザの感染拡大・強毒化に備えた患者搬送対策の充実 

 

４．身近な生活における安心・安全の確保 

【施策の方向性】 

・ 高齢者や障害者等の防火安全を確保するため、ユニバーサル・デザインの観点等

を踏まえた防火対策を推進する。 

・ 全国における住宅用火災警報器の既存住宅への設置義務化に備えるため、設置促

進のための取組を強化し、住宅火災死者数の半減を目指す。 

・ 近年、急速に進展する建築物の大規模化・複合化等の高度利用を踏まえ、合理的・

効果的な防火安全対策の構築を目指す。 

・ 市民の身近な安全に影響を与える恐れのある製品事故等を未然に防止するため、
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事故情報を収集し早期に分析・把握する。 

【具体的施策】 

○高齢者や障害者等の災害時要援護者が容易に取り扱うことのできる消防用設備

の開発・普及の促進 

○住宅用火災警報器の設置促進 

○防火対象物の建築構造、利用形態等を踏まえた合理的な消防用設備等の設置及び

効果的な防火管理の基準のあり方の検討 

○製品火災・事故等に係る情報の収集・原因分析・未然防止策等の研究 
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１．行政組織等の減量・効率化や見直しの推進 

＜国＞ 

【施策の方向性】 

・ 平成 18 年度から 22 年度までの５年間で 5.7％以上（18,936 人以上）の純減を確

保し、総人件費改革に寄与する。 

・ 平成 22 年度以降の５年間で 10％以上の定員合理化を行い、大胆な定員の再配置

と行政のスリム化を推進する。 

・ 平成 19 年 12 月に閣議決定された「独立行政法人整理合理化計画」の確実な実施

等により、独立行政法人の運営の効率化とガバナンス強化を図る。 

中期目標期間終了時の独立行政法人の見直しに当たっては、社会経済情勢等を勘

案し、必要性が乏しくなった事務・事業を廃止あるいは民営化し、また、時宜に応

じた業務運営に改めるなどの措置を講じる。 

【具体的施策】 

○平成 18 年度以降の５年間で 5.7％以上の定員純減を確保 

○平成 22 年度の合理化目標 6,066 人（21 年度末定員の２％以上）の確保とメリハ

リのある定員の再配置 

○地方支分部局等の見直し、ICT 化により業務のスリム化等の推進 

○「独立行政法人整理合理化計画」に基づく法人の着実な見直しの促進、独立行政

法人通則法の改正等による不要財産の国庫納付の義務付け、内部統制の強化、平

成 22 年度に中期目標期間が終了する独立行政法人の見直し 

 

 ＜地方＞ 

【施策の方向性】 

・ 各地方公共団体における地方行革の実施状況等について、他団体と比較可能な形

で公表するなど、集中改革プラン等に基づく自治体改革を踏まえ、引き続き、各地

方公共団体の行政改革の推進のため、情報提供及び助言を行う。 

・ 地方公共団体における資産・債務管理、費用管理、財務情報のわかりやすい開示

に資するための地方公会計改革、行革推進法、「経済財政運営と構造改革に関する

○ 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（行革推進

法）等に定められた行政改革の重要課題への対応を積極的に推進するとともに、国民

のサービスを高める「質の改革」等の行政制度・運営の改善及び行政の透明性の向上

を推進し、「簡素にして温かい政府」の実現を図る。 

○ 電子政府・電子自治体の推進により、国民の利便性・サービスの向上、行政運営の

簡素化・効率化等の実現を図る。 

ⅣⅣ  行行政政改改革革のの着着実実なな推推進進  
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基本方針 2006」等を踏まえた公務員人件費改革、公共サービスの質の維持向上及

び経費節減を図るため市場化テスト等を活用した公共サービス改革等を推進する。 

【具体的施策】 

○各地方公共団体における地方行革の実施状況等について、他団体と比較可能な形

で公表 

○発生主義に基づく財務書類の整備促進、及び作成された財務書類のわかりやすい

開示や利活用の推進 

○地方公営企業会計制度等の抜本的な見直し 

○定員純減の取組の継続など地方公務員の人件費改革に係る取組を引き続き推進 

○技能労務職員の給与等の情報開示の徹底と見直しに向けた取組方針の実施の要請及

び人事委員会の機能強化等を通じた地域の民間給与のより一層の反映の推進 

○市場化テスト等の活用の要請 

○市町村長等を対象とした「地域経営塾」を開催（再掲） 

 

２．行政制度・運営の改善及び行政の透明性の向上 

【施策の方向性】 

・ 経済財政諮問会議と総務省・各府省の政策評価に関する連携を強化することによ

り、評価結果を活用し、予算の効率化等国の政策に適切に反映する。 

・ 政策評価、行政評価・監視の充実・強化に向けて取り組むことにより、行政の無

駄の削減の取組、効果的、効率的な行政運営に寄与する。 

・ 国民からの苦情、相談を受け付け、処理する行政相談制度を活性化し、地域の安

心・安全の実現に貢献する。 

・ 平成 21 年度は「初動の年」、22 年度は「本格実施の年」として、推進官庁であ

る内閣官房、総務省を中心に｢質の行政改革｣に積極的に取り組む。 

・  行政不服審査制度の見直しなどにより、簡易迅速な手続による国民の権利利益の

救済と行政の適正な運営の確保を図る。 

・ 行政の透明性向上と信頼性確保のため、国の行政機関等の情報公開・個人情報保

護制度の適正かつ円滑な運用を図る。 

【具体的施策】 

○経済財政諮問会議との連携の下、毎年末の政策評価の重要対象分野の選定につい

て意見具申、評価の実施を推進 

○各府省の無駄の削減に資する政策評価について点検を実施 

○効果的・効率的な行政運営の確保に資する行政評価・監視を実施 

○行政相談委員と各種相談機関、地方公共団体との連携の一層の強化等、行政相談

委員活動の充実及び国・地方総合相談窓口等の総合的な相談受付・処理体制の充

実 

○業務改革推進協議会において決定された「『質の行政改革』に関する取組方針」
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に基づき、各府省の業務工程改革計画に基づく取組を推進 

○行政不服審査法及び行政手続法の改正に係る取組の推進 

○情報公開法及び個人情報保護法の施行状況調査の実施、総合案内所の運営 

 

３．公務員制度改革の着実な推進 

＜国＞ 

 【施策の方向性】 

・ 能力・実績主義の人事管理の徹底を図るとともに、退職管理の適正化等を着実に

推進する。また、国家公務員に対する国民の信頼を確保するための適切な人事管理

を推進する。 

・ 国家公務員制度改革基本法に規定された基本理念、方針の趣旨に沿って、公務員

制度改革に係る「工程表」（平成 21 年２月３日国家公務員制度改革推進本部決定）

を踏まえつつ、国家公務員制度改革推進本部に連携・協力して国家公務員制度改革

を推進する。 

【具体的施策】 

○ 採用昇任等基本方針に沿った能力・実績主義の人事管理の徹底 

○ 人事評価制度の円滑かつ的確な運用 

○ 退職準備プログラムの拡充 

 

＜地方＞ 

 【施策の方向性】 

・ 能力・実績主義に基づく人事管理の徹底等を図るとともに、国家公務員制度改革基本

法を踏まえつつ、引き続き地方公務員制度の改革を推進する。 

 【具体的施策】 

○能力・実績主義に基づく人事管理の確立等を推進 

 

４．電子政府・電子自治体の推進 

 ＜国＞ 

【施策の方向性】 

・ 国民や企業の利用頻度が高い重点 71 手続について、オンラインのメリット拡大

や使い勝手の向上等に関する措置を集中的に講じ、オンライン利用拡大行動計画

（平成 20 年 9 月 12 日 IT 戦略本部決定）の着実な実施を確保する。 

・ 年度単位の PDCA サイクルを定着させるため、今後策定予定の電子政府を加速す

るための計画において、利用者満足度などの評価基準を定め、各府省の自己点検結

果を評価する。 

・ 業務・システム最適化を徹底するとともに、行政情報システムの共同利用や統合・
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集約化を進め、行政情報システムの全体最適化を更に推進し、経費削減や各情報シ

ステム間の情報の利活用・共用を図る。 

【具体的施策】 

○重点 71 手続について、添付書類の省略や手数料の引下げ、e-Gov 等オンライン申

請システムのユーザビリティ向上などについて抜本的な改善策の実施を確保 

○一層の業務改革（ＢＰＲ）の推進や、クラウドコンピューティング等の最新の技

術の動向等への対応を図るため、業務・システム最適化指針等を見直し、更なる

全体最適化を実施 

○政府の情報システムの効率化等を図る「霞が関クラウド」の基盤システムとして、

情報システムの統合・集約化やデータ連携を担う共通プラットフォームを構築 

 

 ＜地方＞ 

 【施策の方向性】 

・ 電子自治体の推進による便利で効率的な行政等の構築を図る。 

・ 電子自治体の基盤の更なる整備を行い、地方公共団体の業務改革を推進するとと

もに、地方公共団体におけるオンライン利用を促進し、便利で効率的な行政等の構

築を図る。 

・ 地方公共団体における情報セキュリティ対策を推進する。 

【具体的施策】 

○住基ネットの利活用促進、住基カードの普及促進、公的個人認証サービスの利便

性向上・利用サービス拡大 

○「自治体クラウド」の推進等、効率的な電子自治体システムの構築を促進 

○地域情報プラットフォーム標準仕様の活用等による電子自治体の推進 

○「電子自治体オンライン利用促進指針」に基づくオンライン利用の促進 

○電子投票の実施の推進 

○地方税の電子化の推進 

○地域の情報セキュリティ対策の担い手の育成支援を推進 

 

＜その他＞ 

 【施策の方向性】 

・ 国民が自らに係る行政情報を安心して連携させることができる基盤となる「国民

電子私書箱（仮称）」の実現を目指す。 

【具体的施策】 

○「国民電子私書箱（仮称）構想」の実現に向けたシステム構築の支援 
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１．国民生活を支える郵政行政の推進 

【施策の方向性】 

・ 民営化各社による国民生活に必要な郵便局のネットワーク水準やサービス水準の

維持等が着実になされるよう取り組む。 

・ 郵便のユニバーサルサービスを確保しつつ、郵便・信書便分野における競争環境

を整備すること等により、利用者利便の向上を図る。 

・ ＵＰＵ（万国郵便連合）等を通じて、より一層の国際協力・国際貢献に取り組む

ことにより、郵政分野における国際連携の強化を図る。 

【具体的施策】 

   ○民営化各社等に対する適切な監督業務（許認可等を含む） 

   ○郵便・信書便事業におけるユニバーサルサービス確保と競争環境整備に必要な

調査研究 

   ○郵便事業における利用者利便の向上に係る情報収集 

   ○郵便事業の環境基準に関する調査研究 

   ○ＵＰＵに対する拠出を通じたＵＰＵの法制度管理体制強化支援等 

 

２．受給者の生活を支える恩給の支給 

【施策の方向性】 

・ 平成 19 年恩給法改正により導入された年額水準の自動改定措置等に基づき、恩

給の適切な支給に努める。  

・ 恩給受給者の高齢化が進んでいることを踏まえ、より一層の受給者サービスの向

上を図る。 

【具体的施策】 

○恩給の適切な支給 

○電話相談業務の充実 

 

３．公的統計の体系的な整備・提供 

【施策の方向性】 

・ 我が国に住むすべての人を対象とする国の最も基本的な統計調査である平成22

○○  国国民民生生活活をを支支ええるる郵郵政政行行政政のの着着実実なな推推進進、、恩恩給給のの適適切切なな支支給給、、国国民民生生活活のの向向上上にに役役

立立つつ公公的的統統計計のの整整備備・・提提供供、、年年金金記記録録にに対対すするる国国民民のの信信頼頼回回復復をを図図るる。。 

ⅤⅤ  経経済済基基盤盤とと安安心心なな生生活活のの環環境境整整備備  
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年国勢調査を、新たな調査手法を導入し、実施する。 

・ 統計法に基づき、初めて策定した「公的統計の整備に関する基本的な計画」に規

定された諸施策の着実な実施を通じ、国民生活の向上に役立つ公的統計の体系的か

つ効率的な整備・提供を図る。 

【具体的施策】 

○調査の実施体制の整備、効果的な広報の実施により、10月1日に、国内の人口や

世帯を明らかにするための平成22年国勢調査を実施 

○全産業分野の事業所及び企業の経理項目の把握に重点をおいた経済センサス‐

活動調査（平成23年度実施）に向けた準備 

○国民や企業等の負担を軽減し、正確かつ効率的に統計を作成するための行政記録

情報の積極的な活用及び事業所母集団データベースの整備・提供 

○利用者のニーズに対応し、オーダーメード集計、匿名データの作成・提供の対象

となる統計調査やサービスの段階的な拡大 

○消費者物価指数における平成22年基準改定 

○国民経済計算の精度向上に必要な各種の一次統計との連携強化、環境や観光に関

する統計などの整備 

 

４．年金記録への信頼回復 

【施策の方向性】 

・ 年金記録に対する国民の信頼回復を図るため、中央と地方（全国に 50 か所）の

年金記録確認第三者委員会（以下「第三者委員会」という。）において、社会保険

庁側に記録がなく、御本人も領収書等の物的証拠を持っていないといった事例につ

いて、国民の立場に立って、申立てを十分に汲み取り、様々な関連資料を検討し、

記録訂正に関し公正な判断を示す。 

【具体的施策】 

○第三者委員会による年金記録に係る苦情のあっせん案の作成及びこれを踏まえ

た社会保険庁に対するあっせんの実施 

○第三者委員会において、公正な審議を確保しつつ、迅速な事案処理を行っていく

ための体制の確保 

○第三者委員会の趣旨、活動内容等を国民に理解していただくための広報の充実 
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